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2023 年 11 月 1 日 

新興国、開発途上国の資金状況 

公益財団法人  国際通貨研究所 

理事長  渡辺 博史 

北アフリカ、モロッコのマラケシュ市で開催された IMF/世界銀行の年次総会に参加

した。3年に一度、本部所在のワシントン以外の土地で開催される同総会は、南米、ア

ジア、ヨーロッパの開催希望国で順次開かれてきたが、アフリカ大陸での開催は 1973

年のケニア・ナイロビでの開催以来となる（2012年には当初エジプト・カイロでの開催

が予定されていたが、同国及び近隣地域の政情不安から返上され、代わりに東京で二回

目の開催となった経緯がある）。 

開催の一か月前にマラケシュ市の 70 km 南のアトラス山脈地域で大地震が起こり

3000 人を超える犠牲者が出たこともあり、一時開催が危ぶまれたが、マラケシュ市内

にはほとんど被災がなかったこともあって、モロッコ政府が強く開催を希望した結果、

開催となった。市内を見ても、若干郊外に行くといくつかの避難民キャンプがあったが、

被災の様子は見られなかった。 

また、開催期間中にハマスのイスラエル奇襲があったことも多少雰囲気を悪くした感

じが有る（日本でも直前に全銀ネットの障害があり、何人かの参加予定者が欠席を余儀

なくされた）。 

会合の主たるカバー分野である金融事象としては欧米のインフレーションに起因す

る金利の引き上げが引き続き関心の中心となったが、下がるのは相当先であっても、も

う引き上げはあまりないかなという認識が多数派で、そろそろ金融政策のスタンスの転

換点だという前提で議論が進んだ感じがする。そこでも、米国経済の力強さとマイナス

成長となるドイツが象徴するようなやや脆弱な欧州とでは先行きの見込みについては

やや差が見られた。 

しかし、基本的に過去十年に比べれば高止まりしている金利水準は、ODA 依存から

脱却した国、あるいは、市場評価が上昇する中でより民間資金の調達を進めた国にとっ

ては、米国への資金回帰による資金供給量の低下、金融引き締めによる金利上昇、償還

期間の短期化が大きなダメージを与えており、既に国家債務破綻に直面、ないし瀬戸際

にきている国も出てきている。また、「債務の罠」とまで言われる中国からの相当額の

資金供与の誘いも規模、条件などが見掛け倒しであって、借入国側の安易なプロジェク
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ト点検、審査もあって、返済負担が「想定」以上に高く、その結果として返済に大きな

問題を抱えている国が増えてきた。その救済に向けての条件変更、追い貸しも中国の財

政力低下によりできないという現状から、効果ある債務再編も出来ない状況となってい

る。 

このような複合的な状況を今後数年はかかると思われるコロナ禍の経済収縮からの

復帰期間中の低成長下において如何に最悪の事態を招かないようにマネージするかが、

大きな課題となった。 

既に様々な苦境が明らかとなっているスリランカを含め、問題顕在国、問題潜在国が

かなりの数に上るという推計のもと、対応が協議される中で、この問題が重要課題であ

るということが先進国側で強く共有され、対応に協調するという機運を確かなものにし

た。また、最大当事者である中国も具体的に何をするか、どれだけするかは明示しなか

ったものの再編の協議には参加するという確約が取れたことも一定の進展ととらえて

良いだろう。 

今後の救済に向けての資金供給が、先進国、中ロ、その他 South と別れている世界の

現状の中では、単一国からの支援は相手先の限定、選別が働き、有効な機能を果たせな

い恐れがあるということで、MDB（多国間国際金融機関）にプールを作って、そこで相

手国限定という制約を緩和していくという議論が相当行われた。日本も、この点では、

その方向への誘導を積極的に行った感じがする。 

とは言うものの、MDBへの資金供出において、資本増強面ではシェア（投票権比率）

の見直しを要件と主張する国とそれに反対する国が有り、また資本ではない拠出金プー

ルの拡充については拠出能力が低下している国が多いなど、様々な問題が残っており、

安心はできない。 

80 年代の中南米が被ったような資金の完全枯渇という状況には、幸いにも至ってな

いという幸運を如何に活用するかが、重要な責務となっている。 

（IIMAメールマガジンへの寄稿） 
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